
※　「類似病院平均値（平均値）」については、病院区分及び類似区分に基づき算出している。

平均値 50,234,873 50,294,422 49,693,831 50,513,249 51,975,936平均値 69.9 68.8 69.7 70.4 71.9平均値 54.3 54.9 56.1 57.5 59.3
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平均値 83.2 84.6 67.8 61.8 56.5

80.8 76.5 72.9 74.1 当該値 58,371,94670.1 70.0 69.9 71.2 当該値 82.7
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2. 老朽化の状況

全体総括

　主要な経営指標のほぼ全てが平均と比べて大幅に低い水準にあ
り、医業収益の増加以上に、人件費や経費の増加が大きく、昨年度
に引き続き赤字となった。二州地域の中核病院として地域医療提供
体制を確保するため、令和5年度に策定した第3次中期経営計画の改
定も視野に入れ、経営改善を早急に進める必要がある。

R02 R03 R04 R05 R06 R02

58.7 平均値 24.1 23.9 24.4 25.718,102 平均値 60.8 57.4 55.7 57.263,076 平均値平均値 57,368 59,838 62,697 62,059

57.0 57.7 63.7 67.713,869 14,416 14,197 15,407 16,125 当該値
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当該値 51,852 50,549 50,887 50,308 52,417 当該値
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Ⅱ 分析欄

1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は90％を下回り、類似病院平均を下回った。医業収
支比率についても、患者数の増加及び単価の上昇により医業収益が
増加した一方で、人件費や経費の増加等により、昨年度より悪化し
ており、類似病院平均を下回った。病床利用率は昨年度より上昇し
ているものの、類似病院に比べて低い水準であった。職員給与費対
医業収益比率は給与費の増加により昨年度を上回り、類似病院平均
を大きく上回っている。材料費対医業収益比率は、昨年度から上昇
したものの、類似病院平均を下回っており、適正な管理により抑制
することができた。
　入院患者の増加と患者一人当たり収益の増加に同時に取り組む一
方で、給与費を適正な水準に保つために病床運営の効率化を図る必
要があると考える。

2. 老朽化の状況について

R02 R03 R04 R05 R06 R02 R05 R06 　有形固定資産減価償却率、器械備品減価償却率ともに類似病院平
均値及び全国平均を上回り、資産の老朽化が進んでいる。１床当た
りの有形固定資産は類似団体平均値を上回っている。これらは、電
源立地地域に交付される補助金等を財源に、施設更新や医療機器購
入を集中して実施した時期があることが要因のひとつであるが、現
在も補助金を活用して保守期間の終了する医療機器を更新している
ことから、器械備品に比べて建物及び附帯設備の老朽化が進んでい
るという状況である。
　更新を行う設備・機器については安全性や経済性、今後の需要を
見据えた精査を行うと同時に、財源を含めた計画的な更新がより一
層必要であると考える。

R06 R02 R03 R04

21.9 22.8 21.9 22.1 22.968.3 当該値

平均値 66.5 66.8 66.6 68.0 70.0平均値 81.4 83.7 84.0 83.4 82.4平均値 84.1 86.3 86.6 86.2 85.2平均値 102.4 107.2 104.8 95.8 92.8

当該値 69.7 69.5 63.6 63.5 64.7当該値 90.3 89.1 83.1 79.0 78.393.5 87.4 83.2 82.5当該値 109.8 112.3 100.9 90.2 88.8

Ⅰ 地域において担っている役割
　二次医療圏である嶺南地域の中核病院であり、公立病院経営強化
ガイドラインにおいて公立病院に期待される役割として救急医療、
周産期医療、小児医療、高度医療、災害時医療等を提供している。
　救急医療では二次救急医療を担い、診療圏における中心的な役割
として救急搬送患者の約7割に対応している。周産期医療では地域
周産期母子医療センターとして位置づけられている。小児医療では
夜間輪番病院として小児救急に対応している。災害時医療では災害
拠点病院及び原子力災害医療協力機関として体制を整えている。地
域がん診療連携拠点病院として、高水準のがん診療を提供する体制
を整えている。また、臨床研修病院として臨床研修医の研修も行っ
ている。R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03 R04 R06 R02 R03 R04 R05 R06R05 R06 R02 R03 R04 R05

当該値 94.9

- 年度 - 年度 - 年度

- 304

※１　ド…人間ドック　透…人工透析　Ｉ…ＩＣＵ・ＣＣＵ 未…ＮＩＣＵ・未熟児室　訓…運動機能訓練室　ガ…ガン（放射線）診療

※２　救…救急告示病院　臨…臨床研修病院　が…がん診療連携拠点病院　感…感染症指定医療機関　ヘ…へき地医療拠点病院　災…災害拠点病院　地…地域医療支援病院  特…特定機能病院　輪…病院群輪番制病院
経営強化に係る主な取組（直近の実施時期）

1. 経営の健全性・効率性
機能分化・連携強化

地方独立行政法人化 指定管理者制度導入
（従来の再編・ネットワーク化を含む）

62,382 30,092 - 第２種該当 １０：１ 304

令和6年度全国平均

人口（人） 建物面積（㎡） 不採算地区病院 不採算地区中核病院 看護配置 最大使用病床（一般） 最大使用病床（療養） 最大使用病床（一般＋療養）

直営 23 対象 ド 透 未 訓 救 臨 が 感 災 輪 - 2 332 【】

当該病院値（当該値）

経営形態 診療科数 DPC対象病院 特殊診療機能　※１ 指定病院の状況　※２ 許可病床（精神） 許可病床（感染症） 許可病床（合計） － 類似病院平均値（平均値）

条例全部 病院事業 一般病院 300床以上～400床未満 自治体職員 民間企業出身 330 - - ■

経営比較分析表（令和6年度決算）
福井県敦賀市　市立敦賀病院

法適用区分 業種名・事業名 病院区分 類似区分 管理者の情報 許可病床（一般） 許可病床（療養） 許可病床（結核） グラフ凡例
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